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本誌特別調査

人材育成・教育研修に
関するアンケート
（労務行政研究所）

労働関係法律─基本解説
第11回　諸手当、賞与、退職金

実務解説

2024年度決定初任給の最終結果
（労務行政研究所）

本誌特別調査

スマートフォンのタイムラインの記録は関係資料や証言等とも整合し信用性があり、当該記録を基に始業・終業時刻を認定するのが相当
（朝日ソーラー事件　大分地裁　令6.3.8判決）

労働判例

相談室Q&A
●上司からゴルフを始めるように促されている社員に対し、会社が費用等を負担する必要があるか
●土日の両方を法定休日とする取り扱いは可能か
●休職期間の通算を避けるため体調不良でも出勤する社員に休職を命じ、休職期間を通算することは問題か
●会社支給のパソコンを用いて転職活動をする社員を懲戒処分できるか
●テレワーク中に認めていたコワーキングスペースの利用を禁止することは不利益変更か
●身だしなみ基準を大幅に緩和する場合の留意点
●ハラスメント調査にかかった費用を加害者に請求できるか
●役員退職慰労金制度を廃止し、新たな報酬制度を導入する場合の留意点
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